
第２号-⑹

 １．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の有価証券 償却原価法

・その他の有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格に基づく時価法

時価のないもの 移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 最終仕入れ原価法

（３）固定資産の減価償却の方法 定額法

（４）引当金の計上基準

　賞与引当金　　　　・・・　職員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を

　　　　　　　　　　　　計上している。

　退職給付引当金　・・・　職員の退職給付に備えるため、退職給付にかかわる期末自己

　　　　　　　　　　　　都合要支給額に相当する金額を計上している。

（５）消費税等の会計処理 税込み経理

 ２．会計方針の変更

該当なし。

 ３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおり。

基本財産

　 定期預金

特定資産

退職給付引当資産

全国大会引当金資産

事業運営準備引当資産

減価償却引当資産

事務機械化引当資産

北海道大会引当資産

 ４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおり。

基本財産

定期預金

特定資産

退職給付引当資産

全国大会引当金資産

事業運営準備引当資産

減価償却引当資産

事務機械化引当資産

北海道大会引当資産

2,000,000 0 2,000,000 0

0 0 0 0

0 2,000,000

7,000,000 0 7,000,000

15,000,000 0

財務諸表に対する注記

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

3,500,000 0 0 3,500,000

22,000,000 0 0 22,000,000

小計 22,000,000 0 0 22,000,000

15,000,000

2,000,000 0

合計 63,300,000 0 24,000,000 39,300,000

0

科目 当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額)
(うち一般正味財産

からの充当額)
(うち負債に対応す

る額)

0

小計 41,300,000 0 24,000,000 17,300,000

11,800,000 0 0 11,800,000

22,000,000 0 22,000,000 0

小計 22,000,000 0 22,000,000 0

3,500,000 0 0 3,500,000

0 0 0 0

11,800,000 0 11,800,000 0

0 0 0 0

2,000,000 0 2,000,000 0

小計 17,300,000 0 13,800,000 3,500,000

合計 39,300,000 0 35,800,000 3,500,000
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 ５．担保に供している資産

該当なし。

 ６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりであります。

什器備品

ソフトウェア

 ７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　　　 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は次のとおりである。

該当なし。

 ８．保証債務等の偶発債務

該当なし。

 ９．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし。

 10．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当なし。

 11．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当なし。

 12．関連当事者との取引の内容

   該当なし。

 13．重要な後発事象

該当なし。

 14．その他

該当なし。

0 0 0

10,084,830 8,164,157 1,920,673

9,723,240 5,833,640 3,889,600

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

合 計

合計 19,808,070 13,997,797 5,810,273

科 目 債権金額
貸倒引当金の当期末残

高
債権の当期末残高

0 0 0
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